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2Gp-2　　　　 消費者の情報意識・活動とP  L 法との関わり
○三輪 聖子＊ 辻　 未央＊ 杉山 喜美恵*＊　本間 恵美＊＊ 大藪 千穂＊3

杉原 利治≪3      （＊岐阜女子大、**東海女子短大、* 3岐阜大）

【目的】情報意識・活動は消費者の行動に多大な影響を与え、その行動を規定している

と考えられる。消費者救済のための製造物責任法（ＰＬ法）が1995 年に施行されたが消
費者のための法律とはなっていない。そこで本研究では消費者の情報意識・活動とPL

法との関わりをとらえ、消費者のためのＰＬ法となるためにはどのような情報のあり方
が必要であるかを明らかにすることを目的とする。

【調査及び分析方法】調査対象は大学生（男子368 人、女子458 人）とその親（男性357
人、女性360 人）の計1,543 人である。調査項目は、情報に対する現状、問題点、要望

に分類し、それらを社会と自分の側面からとらえ数量化Ⅲ類による分析を行った。さら
に析出された軸への個人得点をもとにクラスター分析を行い、情報活動のグループを識

別した。ＰＬ法については、消費者の認知、理解などの現状と内容、利用、情報に関す
る問題点・要望について、情報活動グループとの関わりを明らかにした。
【結果】消費者の情報に対する現状、問題点、要望の分析から情報意識と情報活動の２

軸が得られ、これより「情報意識消極型」「情報活動積極型」「情報意識・活動積極型」
「情報意識積極・活動消極型」の４つの情報グループが識別された。「情報意識・活動積

極型」グループは認知が高く、問題意識や強い要望を持ってい る。それに対し「情報意
識消極型」はすべてに対して低く、消費者の情報意識とＰＬ法に対する対応には密接な

関係のあることが明確になった。特に消費者がＰＬ法を有効に活用できるためには積極
的な情報意識を高め情報活動を促すことが必要であると考える。

2Gp-3 家庭用プラスチック製品の使用実態と今後の課題

○松尾 多華＊　牛腸 ヒロミ̈ 　 酒井 豊子* ̈

(＊ｾﾌﾞﾝｰｲﾚ ﾌﾞﾝ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ、＊＊聖徳栄養短大、＊* *放送大学)

目_的 家庭用プラスチック製品とは日常生活でよく用いる卓上用品､ 行楽 用品､ 密閉容器等を指す｡これらは比

較的 寿命が長いために資源･環境問題の対象として取り上げられることは少ないが､ 石 油製品としての考察は重

要である｡そこで使用実態を調 査し､ 製品 性能を生かした使 用法･表示等について提言するための基礎的 事項を

検討する。

左法 密閉容器等& 品目に関する使用実態についてのアンケート調査､ また実際に製品が有する耐久性等を把

握するために､ ﾎﾟﾘｪﾁﾚﾝ､ ﾎﾟﾘﾌﾟﾛﾋﾟﾚﾝ製の密閉容器を用いた実用性能試験を行い､ その結 果から今後製品に求

められる性能等を検討した。

披S アンケート調 査からは､ 消費者 は老若男女に関わらず物理的劣化を商品価値の消耗と考えていること､素

材に関する正 確な知識はほとんどないことが分かった｡ また試験からは､ 類似している密閉容器であっても素材

別の使い分けが必要であること､ﾎﾟﾘｪﾁﾚﾝ は 冷凍時の強 度劣化､ 高温加熱時の形 態変化を繰り返すことによる

耐久性の低下が見られること､臭いが強いものは一度染み込んだらほとんど落ちないことが分かった｡ 今後の課

題としては､ 生産者は表示の具体化､ 廃棄されたときの 処分方 法､ 内分泌撹乱作用問 題を踏まえた素材の安全

性確 認に対する検討が必要とされる｡ 流通者は素材に対する問 題や電子レンジ容器等の需要が増加傾向にあ

ることなどから､ 店頭での素材や使 用方法の明示が大きな役割である｡ 消費者は､ 従来ずっと生産者主導になり

がちであった商品開発への提案を使う側 の立場から積 極的に行うこと､幅広い 情報収集を莫大な量の 商品選 択

に生かすことが要求される。
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